
令和４年度　各会計別補正予算（案）概要

令和４年７月

前  年  度

既定予算額 補正予算額 　　計　　　A     予  算  額  B C=A-B C/B×100

千円 千円 千円 千円 千円 ％

一 般 会 計 323,292,138 13,772 323,305,910 360,010,744 △36,704,834 △10.2
（ 第 ４ 号 補 正 ）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 72,329,189 0 72,329,189 71,969,257 359,932 0.5

介 護 保 険 特 別 会 計 67,484,142 0 67,484,142 64,630,807 2,853,335 4.4

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 17,281,258 0 17,281,258 15,908,975 1,372,283 8.6

合　　　　　　計 480,386,727 13,772 480,400,499 512,519,783 △32,119,284 △6.3

＊前年度予算額は、各会計とも令和３年度の最終予算額である。

令　和　４　年　度　予　算　額 比  較  増  減
区　　　　　分
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令和４年度　一般会計補正予算（第４号）総括表
　（１）歳入予算款別表

計 前年度予算額 比  較  増  減
金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 前年度比

千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  1 特別区税 51,542,402 0 51,542,402 15.9 50,784,068 14.1 758,334 1.5

  2 地方譲与税 965,701 0 965,701 0.3 1,027,001 0.3 △61,300 △6.0

  3 利子割交付金 108,000 0 108,000 0.0 127,000 0.0 △19,000 △15.0

  4 配当割交付金 592,000 0 592,000 0.2 682,000 0.2 △90,000 △13.2

  5 株式等譲渡所得割交付金 691,000 0 691,000 0.2 768,000 0.2 △77,000 △10.0

  6 地方消費税交付金 15,300,000 0 15,300,000 4.7 16,100,000 4.5 △800,000 △5.0

  7 自動車取得税交付金 1 0 1 0.0 1 0.0 0 0.0

  8 環境性能割交付金 238,000 0 238,000 0.1 207,520 0.1 30,480 14.7

  9 ゴルフ場利用税交付金 1,648 0 1,648 0.0 1,884 0.0 △236 △12.5

 10 地方特例交付金 572,000 0 572,000 0.2 716,154 0.2 △144,154 △20.1

 11 交通安全対策特別交付金 72,000 0 72,000 0.0 79,000 0.0 △7,000 △8.9

 12 特別区交付金 103,200,000 0 103,200,000 31.9 102,006,098 28.3 1,193,902 1.2

 13 分担金及び負担金 2,308,919 0 2,308,919 0.7 2,427,937 0.7 △119,018 △4.9

 14 使用料及び手数料 4,153,682 0 4,153,682 1.3 4,217,431 1.2 △63,749 △1.5

 15 国庫支出金 79,481,814 0 79,481,814 24.6 105,303,292 29.3 △25,821,478 △24.5

 16 都支出金 25,087,564 13,772 25,101,336 7.8 26,866,360 7.5 △1,765,024 △6.6

 17 財産収入 428,136 0 428,136 0.1 930,599 0.3 △502,463 △54.0

 18 寄付金 22,809 0 22,809 0.0 180,633 0.1 △157,824 △87.4

 19 繰入金 33,968,113 0 33,968,113 10.5 36,072,296 10.0 △2,104,183 △5.8

 20 繰越金 1,000,000 0 1,000,000 0.3 4,231,493 1.2 △3,231,493 △76.4

 21 諸収入 3,554,349 0 3,554,349 1.1 3,465,977 1.0 88,372 2.5

 22 特別区債 4,000 0 4,000 0.0 3,816,000 1.1 △3,812,000 △99.9

歳  入  合  計 323,292,138 13,772 323,305,910 100.0 360,010,744 100.0 △36,704,834 △10.2

＊前年度予算額は、令和３年度の最終予算額である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

科　　　目 （款） 既定予算額 補正予算額
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　（２）歳出予算款別表
計 前年度予算額 比  較  増  減

金      額 構成比 金      額 構成比 金      額 前年度比

千円 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

  1 議会費 933,761 0 933,761 0.3 925,148 0.3 8,613 0.9

  2 総務費 35,592,464 0 35,592,464 11.0 43,379,073 12.0 △7,786,609 △18.0

  3 民生費 155,552,653 13,772 155,566,425 48.1 168,599,180 46.8 △13,032,755 △7.7

  4 産業経済費 5,058,182 0 5,058,182 1.6 3,368,281 0.9 1,689,901 50.2

  5 環境衛生費 30,084,220 0 30,084,220 9.3 31,639,003 8.8 △1,554,783 △4.9

  6 土木費 28,843,748 0 28,843,748 8.9 24,888,227 6.9 3,955,521 15.9

  7 教育費 37,663,036 0 37,663,036 11.6 58,323,365 16.2 △20,660,329 △35.4

  8 公債費 3,443,772 0 3,443,772 1.1 5,747,017 1.6 △2,303,245 △40.1

  9 諸支出金 25,720,302 0 25,720,302 8.0 22,541,450 6.3 3,178,852 14.1

 10 予備費 400,000 0 400,000 0.1 600,000 0.2 △200,000 △33.3

歳  出  合  計 323,292,138 13,772 323,305,910 100.0 360,010,744 100.0 △36,704,834 △10.2

＊前年度予算額は、令和３年度の最終予算額である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

科　　　目 （款） 既定予算額 補正予算額
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令和４年度　一般会計補正予算（第４号）性質別経費

令　和　４　年　度　予　算　額 前年度予算額 比 較 増 減
区　　　　　分 既  定  予  算　額 補正予算額 計 金    額 金    額 前年度比

金　　額 構成比 金　　額  金　　額 A 構成比 B C=A-B C/B×100

千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

人　  　件　  　費 40,420,184 12.5 3,750 40,423,934 12.5 39,861,443 11.1 562,491 1.4

扶　　　助　　　費 111,963,914 34.6 0 111,963,914 34.6 109,145,739 30.3 2,818,175 2.6

公　　　債　　　費 3,443,772 1.1 0 3,443,772 1.1 5,747,017 1.6 △2,303,245 △40.1

投　資　的　経　費 42,205,876 13.1 0 42,205,876 13.1 48,890,194 13.6 △6,684,318 △13.7

その他一般行政経費 125,258,392 38.7 10,022 125,268,414 38.7 156,366,351 43.4 △31,097,937 △19.9

合　　　　　計 323,292,138 100.0 13,772 323,305,910 100.0 360,010,744 100.0 △36,704,834 △10.2

＊前年度予算額は、令和３年度の最終予算額である。
＊構成比は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

構成比
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令和４年度　一般会計補正予算（第４号）主要事業概要

款　別 補正額 金　　額 計  　　   上    　　 概   　　  要
千円 千円

民生費 13,772 1 子ども医療費助成事業 13,772

子ども医療費助成について、令和5年4月から高校生等まで医療費無償化を拡大するにあたり、い
ち早く準備に着手するために必要な事務経費を計上する。
　　　[制度内容]所得制限なし、自己負担なし　　[対象年齢]15歳まで⇒18歳まで
　　　[対象人数]約17,000人（16歳～18歳の人数）

1　事務経費　13,772千円
（1）人材派遣　5,530千円　　（11月〜2月：5人、3月：3人）
　　　書類確認、入力、封入作業等業務
（2）申請案内・医療証送付にかかる郵送料　2,284千円
　　　申請案内：12,000件（現在高校1、2年生へ送付[中学3年生は更新]）　　医療証：17,000件
（3）申請案内・医療証の封入封緘委託　784千円
（4）医療証、申請案内・医療証送付用封筒等の作成　1,424千円
（5）職員時間外勤務手当（10人分）　3,750千円
　　【財源】都補助金（補助率10/10）

2　システム改修経費（令和4年～5年度債務負担行為）　令和4年度：0円、令和5年度：17,754千円
（1）医療証発行等無償化に必要な改修（令和4年8月〜令和5年3月）
（2）統計資料作成機能の追加（令和5年4月〜5月）
　　【財源】都補助金（補助率10/10）

3　スケジュール（予定）
     令和4年 7月　個人情報保護審議会
                 8月　システム改修開始
                11月　対象者へ申請書発送
                12月　申請データ入力、審査事務
     令和5年 3月　医療証の発送
                 4月　高校生等医療費無償化スタート

4　令和5年度以降の経費　530,000千円（高校生等に拡充した増額分）
（1）年間医療費　：510,000千円（1人当たり年間医療費30千円※1×対象者数17,000人）
（2）年間事務費　：  20,000千円（国保連レセプト点検委託料等）
　　　【財源】　都補助金 ：430,000千円（都制度※2部分の補助　補助率10/10）
　　　　　　 　　区負担　  ：100,000千円（都制度の所得制限超過分・自己負担分を区が負担）
　　　　　　　　　　ただし、令和8年度以降については、今後の都区間の協議による。
　　※1　1人当たり年間医療費：13～15歳の平均医療費から算定
　　※2　都制度：児童手当制度に準拠した所得制限あり、通院1回あたり自己負担200円あり

5　児童本人に一定以上の所得がある場合、対象とするか否か、今後２３区で検討していく。

合　　　計 13,772

事　　　業　　　名

経常事業・先行して実施した緊急工事分平成１２年竣工。エキスパンション、壁のクラッ天井から幕等を吊るすバトンを定点に固定す震災をうけた工事見直しにより、１年延期
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債務負担行為補正

一般会計

追　加 単位：千円

№ 事 項 名 期　　間 限　　　度　　　額

1
令和4年度から
令和5年度まで

17,754子ども医療費システム開発経費
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特定目的基金の積立状況　

（単位：千円）

一般会計 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

３年度末
 現在高a

４年度
当初積立

４年度
当初取崩

４年度
当初現在高

１号
取崩

2号
取崩

3号
取崩

4号
積立

4号
取崩

4年度末
現在高b

年度末
現在高比較b-a

1 財政調整基金 42,289,714 16,250 11,541,001 30,764,963 540,843 65,298 2,622,926 27,535,896 △ 14,753,818

2 減債基金 5,361,117 44,600 242,000 5,163,717 5,163,717 △ 197,400

3 公共施設建設資金積立基金 47,323,280 34,510 6,196,799 41,160,991 41,160,991 △ 6,162,289

4 地域福祉振興基金 5,177,897 16,396 1,078,528 4,115,765 4,115,765 △ 1,062,132

5 義務教育施設建設等資金積立基金 59,394,974 42,240 8,658,599 50,778,615 50,778,615 △ 8,616,359

6 育英資金積立基金 1,558,883 369,009 324,752 1,603,140 1,603,140 44,257

7 住宅等対策資金積立基金 1,422 10 0 1,432 1,432 10

8 一般区営住宅改修整備資金積立基金 2,105,549 151,770 476,693 1,780,626 1,780,626 △ 324,923

9 環境基金 364,550 400 30,000 334,950 334,950 △ 29,600

10 文化芸術振興基金 149,298 330 12,600 137,028 137,028 △ 12,270

11
竹の塚鉄道立体化及び関連都市計画
事業資金積立基金

3,310,815 3,340 1,151,474 2,162,681 2,162,681 △ 1,148,134

12 緑の基金 1,223,472 3,750 24,455 1,202,767 1,202,767 △ 20,705

13 協働・協創パートナー基金 216,722 2,190 9,000 209,912 209,912 △ 6,810

14 子ども・子育て施設整備基金 692,059 72,017 45,082 718,994 11,750 707,244 15,185

15 大学病院施設等整備基金 499,850 1,720 500,000 1,570 1,570 △ 498,280

16 防災減災対策整備基金 5,234,897 4,620 410,000 4,829,517 4,829,517 △ 405,380

17 あだち子どもの未来応援基金 215,726 201,080 20,510 396,296 396,296 180,570

合　　　　　　計 175,120,225 964,232 30,721,493 145,362,964 540,843 65,298 2,634,676 0 0 142,122,147 0 △ 32,998,078

介護保険特別会計
３年度末
 現在高a

４年度
当初積立

４年度
当初取崩

４年度
当初現在高

4年度末
現在高b

年度末
現在高比較b-a

18 介護保険給付準備基金 4,321,175 3,820 1,648,000 2,676,995 2,676,995 △ 1,644,180

※表示金額は表示単位未満を四捨五入し、端数調整していないため合計に一致しない場合がある。

    　　  予算ベース

項　　　　　　目

*減債基金積立額の内訳
 6%積立ﾙｰﾙ分40,020
 利子分           4,580

項　　　　　　目

*

※満期一括償還方式地方債年６％減債基金積立ルールについて

満期一括償還方式の地方債を発行した場合、満期日に元金全額を償還することになり、満期償還年度の財政負担が増大する。そのため、満期一括償還方式市場公募債の償還方法については、元金償還財

源の確保及び世代間負担の公平を図る観点から、発行後４年目から毎年度元金の６％相当額を減債基金に積み立てていくこととしている（平成４年１月２０日自治省財政局地方債課長通知）。このルールに準拠し

て足立区では満期一括償還方式地方債について発行後４年目から元金の６％分を減債基金へ積み立てている。これにより、地方債発行後２０年で元金全額分を積み立てることになる。

*
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